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令和３年度 「地質調査技士」 登録更新のご案内 

はじめに （新型コロナウイルス感染症への対応について） 

 令和３年度「地質調査技士」登録更新は、新型コロナウイルス感染症による影響を考慮し、下記の方

法により実施します。更新予定者の皆さまにおかれましては、事前に内容をご確認の上、お申し込みく

ださい。 
 

感染対策等を考慮した登録更新方法の特別措置の内容（令和３年度） 

（更新申し込み手続きは、次の①、②いずれかを任意選択の上、お申し込みいただきます。） 
 

  ①：講習会受講形式 

・講習時間 通常６時間を約２時間４０分に短縮 

  ・その他、感染対策は、次の「密の緩和」による対策を実施するほか、国等が公表する感染対

策ガイドラインや地元行政機関の指導などに基づき対策を実施します。 

（会場定員）受講予定者数の２倍以上となる定員の会場を確保 

（受講会場の事前指定）居住される都道府県毎に会場を予め指定＊ 

      ＊受講いただく会場は、密の緩和による感染対策を確実に実行するにあたり、受講予定者の居住さ

れる都道府県毎に受講会場を割り振り、その人数をもとに予定人数の２倍以上の定員となる会場

を確保しました。このため、受講予定者の皆様には、予め指定した会場での受講をお願いするも

のです。感染対策へのご理解とご協力をお願いします。 

   ・この先、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により講習会受講形式の開催が困難と判断さ

れた場合、ＷＥＢ上の動画を聴講するＷＥＢ受講形式への切り替えを会場単位で判断します。

判断時期の目安は、講習会開催予定日の１カ月前となりますが、感染状況により前後するこ

とがあります。受講形式の切り換え決定のご案内方法は、下記のとおりです。 

 

ご案内方法および受講のながれ 

 

講習会受講形式で申し込み 

↓ 

．           講習予定日の１か月前            

           ↓                     ↓ 

（予定通り講習会受講形式で実施）        （ＷＥＢ受講形式に切り替え） 

           ↓                     ↓ 

約４週間前に受講票を送付        約４週間前に全地連ホームページで案内 

 ↓                     ↓ 

（感染状況次第ではＷＥＢ受講形式に切り替え）   １１月以降、ＷＥＢ受講形式の案内を送付 

           ↓                     ↓ 

講習会当日            

                               
 

  ※次のページでご案内するＣＰＤ記録報告形式の特別措置は、⽇ごろＣＰＤの利⽤機会が少ない⽅でも
更新しやすい内容といえます。こちらでの更新⼿続きもあわせてご検討ください。 

指定する約 2 週間の期間中に 

ＷＥＢ受講し効果測定を提出 
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  ②：ＣＰＤ記録報告形式 

    ・更新に必要なＣＰＤ単位数を３割減（通常 125CPD/5 年 ⇒ 87.5CPD/5 年間(1部門保有の場合)） 

   ・その他、現場経験により得られるＣＰＤの年間上限数を10ＣＰＤから15ＣＰＤに変更します。   

※ＣＰＤ記録報告形式は、上記３割減の対応により、日ごろＣＰＤの利用機会が少ない方で

も、例えば現場経験や社内研修受講などにより得られるＣＰＤを用いることで更新しやすい

といえます。こちらの更新方法の利用もあわせてご検討ください。 

 

 

     あ  更新に必要な CPD  通常１２５ 

更新に必要な CPD   ８７.５ 

現場経験の CPD （75CPD） 

 ＊年間上限 15*5 年間＝75CPD 

 ＊例えばボーリング機長や現場管理者

の立場で年間３件以上の現場経験が

あれば 75CPD が取得可能 

自己学習の CPD （5CPD） 

 ＊機関紙「地質と調査」購読など 

社内研修受講の CPD （10CPD） 

 ＊安全大会の受講など 

合計 

９０CPD 

CPD は、どうやって登録し、報告すればいいの？ 

⇒ 利用料無料の「ジオ・スクーリングネット」を利用し、ここに現場経験や社内研修などにより得ら

れる CPD の内容（現場作業期間、講習会名など）を入力し登録します。そこから出力した CPD 記録簿

が更新時の提出書類としてご利用いただけます。なお、登録する CPD の具体的な内容につきましては、

「ＣＰＤ記録簿の作成要領」をご覧ください。 

 

 ジオ・スクーリングネット ホームページ 

以上 

（３割減の特別措置） 

報告する CPD の内容や CPD 単位数のイメージ 

報告する CPD の例 ＊日常の活動範囲で

得られる CPD だけで更新できる可能性大 
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令和３年度    「地質調査技士」 登録更新のご案内  （更新手続きの手引き） 
 (2021 年度) 
 

 

一般社団法人 全国地質調査業協会連合会 

 
 

 全地連では、昭和 41 年にボーリング等地質調査の現場作業に従事する技術者を対象に「地質調査技士

資格検定試験制度」を発足させ、現在までに２万人余りの『地質調査技士』を輩出してきました。 

 制度発足以降では、昭和 52 年に施行された「地質調査業者登録規程」で規定された営業所毎に置く現

場管理者に対応させるため、試験内容の見直しを図り、また、昭和 59 年にはこの試験制度が建設大臣認

定となったのを機に登録更新制を導入する等の改正を行ってきました。 

また、平成 27 年にはボーリング柱状図の作成要領が改正され、地質調査技士の技術者情報を記載する

ようになったほか、平成 28 年には国土交通省登録資格（民間資格の登録制度）において地質調査技士資

格が登録されました。 

 近年では、相次ぐ自然災害や地盤事故の発生などにより、地質調査の重要性に対する認識は国民をはじ

め公共機関においても高まってきており、令和元年の改正品確法においては地盤情報が公共工事の品質確

保にとって必要な情報であることが明確に示されました。このことからも、地質調査現場の第一線で働く

『地質調査技士』に寄せられる期待は、更に大きくなってきているといえます。 

『地質調査技士』である皆さまの今後一層のご活躍を祈念しております。 

 

令和３年度（2021 年度） 登録更新手続きのながれ 

 
                          

講習会 受講形式の場合           ＣＰＤ記録 報告形式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

携帯用登録証の発行 

講習会終了 1～2 か月後までに送付 

携帯用登録証の発行 

令和 2 年 3 月中旬までに送付 

申込書類の作成 

(登録更新申込書) 

(携帯用登録証のコピー) 

申込書類の作成 

(登録更新申込書) 

(携帯用登録証のコピー) 

(ＣＰＤ記録簿) 

受講票等の送付 

講習予定日の約４週間前 

自宅住所宛てに発送 

申込書類の提出、更新料の振込 

受付期間： 9 月 10 日～10 月 12 日 

申込書類の提出、更新料の振込 

受付期間： 9 月 10 日～12 月 10 日 

（協会事務局） 

申込書類の審査 

登録更新講習会の受講 

全国 12 会場 

11 月～翌年 1 月のうちの 1 日間 
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更新手続き方法 

 

１．更新対象者 

① 平成 28 年度(2016 年度) の「登録更新講習会」を受講した方 

② 平成 28 年度(2016 年度) の「第 51 回地質調査技士資格検定試験」に合格し、登録した方 

    ※ 携帯用登録証の有効期限に「2021 年度」と記載されている方が対象となります。 

 

２．申込受付期間 

講習会 受講形式： 令和３年 9 月 10 日(金) ～ 令和３年 10 月 12 日(火) 

ＣＰＤ記録 報告形式：  令和３年 9 月 10 日(金) ～ 令和３年 12 月 10 日(金) 

 

３．登録更新方法について（①又は②どちらかを選択） 
 

①講習会受講形式 

【開催地・日程】 

開催地は全国 12 か所、講習時間は約 2 時間 40 分（通常 6 時間）です。日程や会場場所など詳細は、本手引き７

ページをご覧ください。なお、受講いただく会場は、居住される都道府県毎に指定した会場になります。 

【講習内容（予定）】 

・地質調査業について ・地質調査技術者について ・ 調査ボーリングの基本技術と安全・現場管理のレビュー 

・調査ボーリングの周辺技術動向  ＊課題 15 問（三肢択一式）※得点８割未満の方は後日、再提出いただきます。 
 

  ※新型コロナウイルス感染症の感染拡大によるＷＥＢ受講形式への切り替えについて 

   ・新型コロナウイルス感染症の感染拡大により講習会の開催が困難と判断される場合、ＷＥＢ上の動画を聴講する 

ＷＥＢ受講形式への切り替えを会場単位で判断します。切り替える場合は、講習予定日の約４週間前に全地連ホー

ムページに掲載します。また、ＷＥＢ受講形式のご案内を１１月以降に送付します。 
 

②ＣＰＤ記録報告形式 

ＣＰＤ記録報告形式による更新手続きを行う場合、申込書類は講習会受講形式で必要となる書類のほか、ＣＰＤ記録

簿を提出していただきます。ＣＰＤ記録簿の作成方法につきましては、「ＣＰＤ記録簿の作成要領」をご確認ください。 

【ＣＰＤの報告単位数】 

所定のＣＰＤを 87.5 単位以上(2 部門以上の資格を有する場合は 122.5 単位以上)報告していただきます。 

（通常は、125 単位以上 (2 部門以上の資格を有する場合は 175 単位以上)） 

 

４．申込方法 
 

①講習会 受講形式の場合 

申込先は、居住される都道府県を所管する地質調査業協会（地区協会）となります。申込期間内に更新料をお振込み

の上、下記の申込書類を地区協会へ提出してください。提出先住所は、本手引き７ページをご確認ください。 

1) 申込書類 

①「地質調査技士登録更新申込書」 ※必要事項を記入し、写真（縦 3cm×横 2.4cm・申込書貼付用）を貼り付け 

② 携帯用登録証のコピー ※携帯用登録証の有効期限欄に「2021 年度」と記載された登録証のコピー 

2) 更新料および振込先   

① 全地連会員会社に所属する方  13,500 円（消費税込み） 

② 上記以外の方         20,500 円（消費税込み） 

    更新料は、申込書を提出する地区協会の指定口座（本手引き５ページ）にお振り込み下さい。 

    ※ 送金手数料は受講者側のご負担でお願いいたします。 

    ※ 納入された更新料は原則返金いたしません。 
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②ＣＰＤ記録報告形式の場合  

申込先は、居住される都道府県を所管する地質調査業協会（地区協会）となります。申込期間内に更新料をお振込み

の上、下記の申込書類を地区協会へ提出してください。提出先住所は、本手引き７ページをご確認ください。 

1) 申込書類 

①「地質調査技士登録更新申込書」 ※必要事項を記入し、写真（縦 3cm×横 2.4cm・申込書貼付用）を貼り付け 

② 携帯用登録証のコピー ※携帯用登録証の有効期限欄に「2021 年度」と記載された登録証のコピー 

③ ＣＰＤ記録簿 ※全地連ホームページに掲載の「ＣＰＤ記録簿の作成要領」をご確認ください 

2) 更新料および振込先   

    更新料および振込先は、講習会受講形式の場合と同じです。申込書を提出する各地区協会の指定口座（下記の更

新料振込先）にお振り込み下さい。 

 

更新料振込先 

開 催 地 振込先口座 

札   幌  北洋銀行 札幌駅南口支店 普通 4 5 1 7 5 7 7 （一社）北海道地質調査業協会 

仙   台  [郵便振替] 0 2 2 1 0 - 1 - 1 5 6 0 6  (一社)東北地質調査業協会 

新   潟 
  第四北越銀行 本店 普通 2 4 2 6 0 2 6  北陸地質調査業協会 

金   沢 

東   京  みずほ銀行 神田支店 普通 1 1 0 3 6 0 9  （一社）関東地質調査業協会  

名 古 屋  三菱ＵＦＪ銀行 今池支店 普通 0 3 1 1 3 8 8 （一社）中部地質調査業協会 

大   阪  りそな銀行 御堂筋支店 普通 0 1 1 5 7 2 6  （一社）関西地質調査業協会  

広   島  広島銀行 八丁堀支店 普通 1 1 0 5 0 6 5  中国地質調査業協会 

高   松  百十四銀行 東支店 普通 0 1 5 5 1 4 8  (一社)四国地質調査業協会 

福   岡  福岡銀行 博多駅東支店 普通 1 3 5 5 1 6 1  九州地質調査業協会 

熊   本  肥後銀行 京塚支店 普通 1 4 3 2 8 0 6  （一社）熊本県地質調査業協会 

沖   縄  琉球銀行 牧港支店 普通 0 3 9 7 5 4 0  沖縄県地質調査業協会  

 

 【振込手続きについてのお願い】 

   振込み手続きの際、振込人の名義欄は地質調査技士登録番号に続けて、受講者の氏名を記入(入力)してください。 
  

    （記入・入力の例）  振込元名義（依頼人）： 15600 チシツ タロウ  
  

    ※複数名分をまとめて振込む場合は、代表１名の方について上記のとおり記入し振込み手続きを行うほか、登録

更新申込書の更新料振込欄には、該当する複数名分の方の地質調査技士登録番号および氏名を記入してください。 

    ※お振込みの際、口座名義の「一般社団法人（一社）＊＊＊」は、「シャ」として記入(入力)してください。 

[例]  (一社)関東地質調査業協会 → ｼｬ) ｶﾝﾄｳﾁｼﾂﾁｮｳｻｷﾞｮｳｷｮｳｶｲ 
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５．登録部門の変更について（現場調査部門の資格保有者のうち、2002 年度以前に資格を取得した方へ） .重要  

 「現場調査部門」の資格を保有されている方のうち、登録部門制の導入前（2002 年度以前）に資格を取得された方に

は、希望により「現場技術・管理部門」への変更を受け付けます。部門変更をご希望の方は、登録更新申込書の所定欄

にある案内に従い記入してください。なお、部門変更後は、元の「現場調査部門」に変更することは出来ません。また、

登録部門の変更受付は、今回の更新手続きの機会を最後に終了しますのでご注意ください。 

（参考１）「現場調査部門」および「現場技術・管理部門」における技術者の主な業務内容 

      ［現 場 調 査 部 門］： 地質調査の現場において、実際にボーリング機械などの操作を行う方 

       ［現場技術･管理部門］： 地質調査の現場に関わり、技術指導・技術管理などを行う方 

（参考２）登録部門の変更受付は、2003 年から開始しました。今後は、2018 年から 2022 年までの期間中に迎える

登録更新の機会をもって、登録部門の変更受付は終了します。 

６．その他 

 ・更新手続き完了後、新しい携帯用登録証を発行しご自宅宛てに発送いたします。 

※発送時期：講習会終了から１～２か月後（ＣＰＤ記録報告形式の場合は、令和４年３月上～中旬頃）  

携帯用登録証が発送時期の頃までに届かない場合は、お急ぎ申込先の地区協会までご連絡ください。 

なお、令和４年３月末を過ぎてご連絡を頂いた場合は、再発行手数料を申し受けます。 

 ・本登録更新の手続きを行わなかった場合、今現在保有されている資格は令和４年３月末日をもって失効となります。 
 

７．登録更新Ｑ＆Ａ 

Q1.講習会受講形式の当日の講習時間は、いつ頃に分かりますか？ 

A1.講習日の約４週間前、受講票の送付とあわせてご案内します。なお、受講票の送付後、新型コロナウイルスの感染

拡大によってはＷＥＢ受講形式に切り替える場合がありますので、予めご承知おきください。 

Q2.講習会受講形式の受講会場は、予め指定された会場以外で受講することはできませんか？ 

A2.感染対策の都合、指定の会場以外では受講できません。会場は、感染対策の１つである密の緩和策を確実に実行す

るにあたり、受講予定者の居住される都道府県単位で受講会場を割り振り、その人数をもとに受講予定者数の２倍

以上の定員となる会場を確保しています。感染対策へのご理解とご協力をお願いします。 

Q3.新型コロナウイルスの感染拡大により、講習会受講形式をＷＥＢ受講形式に切り替える場合、その決定連絡はいつ

頃になりますか？ また、ＷＥＢでの受講時期は、いつ頃になりますか？ 

A3.講習日の約４週間前、先ずは全地連のホームページでご案内します。また、１１月以降、ＷＥＢ受講形式の受講案

内を自宅宛てに送付する予定です。ＷＥＢでの受講の時期は、１１月後半以降、指定する約２週間の期間中に受講

いただく予定です。講習会受講形式を選択した方は、講習会開催予定日の１ヶ月前頃になりましたら、全地連ホー

ムページをご確認ください。または、申込書類を提出された地区協会まで連絡し、ご確認ください。 

Q4.ＷＥＢ受講形式による視聴は、パソコン以外でも視聴できますか？ 

A4.この視聴は、パソコンのほか、タブレット、スマートフォンでも視聴可能です。 

Q5.職場や家庭にはＷＥＢ上の動画を閲覧する環境がありません。ＷＥＢ受講形式となった場合、どのように更新する

のですか？ 

A5.このケースについては現時点、更新方法を検討中です。ＷＥＢ受講形式の受講案内の送付する際にご案内します。 

Q6.講習会受講形式は、新型コロナウイルスの感染が心配です。更新の延期はできませんか？ 

A6.延期手続きは、ケガ・病気による医師の診断や海外出張により講習会当日の参加が困難な場合を除き、延期できま

せん。講習会の開催に当たっては、イベント開催等における新型コロナウイルス対策ガイドラインや地元行政機関

の指導などを踏まえた感染対策を実施します。しかし、感染の拡大状況によっては、開催地の講習会を運営する地

元協会スタッフの意見を踏まえて、ＷＥＢ受講形式への切り替えを行う予定です。 

なお、登録更新は、講習会受講形式のほか、ＣＰＤ記録報告形式による更新方法があります。特別措置を実施する

今年度は、日ごろＣＰＤの利用機会が少ない方でも更新しやすいといえますので、こちらでの更新もあわせてご検

討ください（本手引き２ページ目参照）。  
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 〔令和３年度〕   

■ 登録更新講習会の開催地・開催日程および申込書類の提出先 

・講習会受講形式の場合、受講いただく開催地(会場)は、居住される都道府県毎に予め指定した会場になります。 

 下表の「居住する都道府県」を確認の上、受講する会場をご確認ください。 

 各会場の講習会の実施時間は、申込書類の提出先の協会より受講票の送付と合わせてご案内します。 

・申込書類の提出先は、講習会受講形式、CPD 記録報告形式ともに居住する都道府県を所管する地質調査業協会となります。 
 

登録更新講習会受講形式 
居住する都道府県 申込書類の提出先 

開催地 開催日 受 講 会 場 

札 幌 
1 月 24 日 

(月) 

かでる２・７  ４階大会議室  

北海道札幌市中央区北 2 条西 7 丁目  

TEL．011-204-5100 

北海道  

（一社）北海道地質調査業協会 

〒060-0003 札幌市中央区北 3 条西 2 丁目 1 

カミヤマビル 7 階 

TEL．011－251-5766 

仙 台 
12 月 6 日 

(月) 

仙台国際センター 

宮城県仙台市青葉区青葉山 

TEL．022－265－2211 

青森県､岩手県､宮城県、

秋田県、山形県、福島県 

（一社）東北地質調査業協会 

〒983-0852 仙台市宮城野区榴岡 4－1－8 

TEL．022－299－9470 

新 潟 
1 月１３日 

(木) 

新潟テルサ 

新潟県新潟市中央区鐘木 185-18 

TEL．025－281－1888 

新潟県  

北陸地質調査業協会 新潟支部 

〒 951-8051 新潟市中央区新島町通 1 ノ町

1977-2-406 TEL．025－225－8360 

金 沢 
1 月７日 

(金) 

石川県地場産業振興センター 

石川県金沢市鞍月 2－1 

TEL．076－268－2010 

富山県、石川県  

   ※CPD 記録報告形式は、上記新潟支部へ提出 

北陸地質調査業協会 石川支部 

〒920-0059 金沢市示野町西 7 番地 

TEL．076－267－3244 

東 京 
12 月７日 

(火) 

シェーンバッハ・サボー(砂防会館別館) 

東京都千代田区平河町 2－7－5 

TEL．03－3261－8386 

茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、山梨県、長野県  

(一社) 関東地質調査業協会 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 2－6－8 

TEL．03－3252－2961 

名古屋 
11 月 26 日 

(金) 

名古屋国際会議場 1 号館 4Ｆﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ 

愛知県名古屋市熱田区熱田西町 1－1 

TEL．052－683－7711 

岐阜県、静岡県、愛知県、

三重県 

（一社）中部地質調査業協会 

〒461-0004 名古屋市東区葵 3－25－20－403 

TEL．052－937－4606 

大 阪 
11 月 29 日 

(月) 

トラストシティ カンファレンス・新大阪 

大阪府大阪市淀川区宮原 3-5-36  

新大阪トランスタワー2F 

TEL．06－6392－3955 

福井県、滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、奈良県、

和歌山県   

(一社) 関西地質調査業協会 

〒550-0004 大阪市西区靭本町 1－14－15 

TEL．06－6441－0056 

広 島 
11 月 19 日 

(金) 

メルパルク広島 

広島県広島市中区基町 6-36 

TEL．082－222－8501 

鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県  

中国地質調査業協会 

〒730-0017 広島市中区鉄砲町 1－18 

TEL．082－221－2666 

高 松 
11 月 17 日 

(水) 

サンメッセ香川  

香川県高松市林町 2217－1 

TEL．087－869－3333 

徳島県、香川県、愛媛県、

高知県 

(一社) 四国地質調査業協会 

〒761-8056 高松市上天神町 231-1 マリッチ F1 101

TEL．087－899－5410 

福 岡 
11 月 26 日 

(金) 

(公財)福岡県中小企業振興センター 

福岡県福岡市博多区吉塚本町 9－15 

TEL．092－622－0011 

福岡県、佐賀県、長崎県、 

九州地質調査業協会 

〒812－0013 福岡市博多区博多駅東 2－4－30 

TEL．092－471－0059 

熊 本 
11 月 12 日 

(金) 

熊本テルサ 

熊本県熊本市中央区水前寺公園 28－

51TEL．096－387－7777 

熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県 

※CPD 記録報告形式は、上記九州協会へ提出 

(一社)熊本県地質調査業協会 

〒862-0913 熊本市東区尾ノ上 2－18－3 

TEL．096－383－5880 

沖 縄 
11 月 13 日 

(土) 

浦添市産業振興センター・結の街 

沖縄県浦添市勢理客 4 丁目 13 番 1 号 

TEL．098-870-1123 

沖縄県 

沖縄県地質調査業協会 

〒903-0128 中頭郡西原町森川 143-2 森川 106 

TEL．098－988－8350 
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            地質調査技士登録更新申込書      〔令和３年度〕 
 

指定受講地 

またはＣＰＤ 

 
※指定受講地の「開催地名」を記入、または 
ＣＰＤ記録報告形式を選択の場合は「ＣＰＤ」と記入 

 受講番号 ＊ 

  私は、地質調査技士資格検定試験規程第 19 条により指定された講習等を受講の上、同規程第 17 条の 

規定により「地質調査技士」の登録の更新を申し込みます。 

令和 ３ 年   月   日 

一般社団法人 全国地質調査業協会連合会 

              会 長  田中  誠 殿 

ふりがな 

氏   名 

                        

               

 男 

 ・ 

 女 

生年 

月日 

大正      

昭和      年     月    日生（    歳） 

平成 

郵便番号 

現 住 所 

 〒             

 
電話番号 （      ）      － 

地質調査技士 

登録番号 

第        号 

※携帯用登録証に記載の 

番号をご確認ください 

資格取得日 西暦      年     月    日 

資格有効期限 西暦      年度 

地質調査技士 

登録部門 

※現在登録している部門を○で囲んでください 

 １．現場調査部門   

 ２．現場技術･管理部門   

 ３．土壌･地下水汚染部門 

登録部門の変更 
「現場調査部門」の資格保有者のうち、資格取得が
2002年以前の方は、希望により「現場技術・管理部
門」への登録部門変更を受付けます。変更希望の
有無を右記の該当する方に○で囲んでください。 
（注 2 参照） 

変更する 

変更しない 

所属機関名 

所属部署 ※所属機関とは、直接に雇用契約を結ぶ会社等を指します。 
いわゆる親会社は、これには該当しませんのでご注意ください。 

所属機関の全地連会員加入について 

会 員  ・  非会員 

所属機関 

住 所 

 〒             

 
所属機関 

電話番号 
（      ）      － 

更新料振込 
振込日:    月   日  ※複数名分をまとめて振り込んだ場合、該当の方の登録番号・氏名を記入してください。 

             （                                                  ） 

（講習会受講形式を選んだ方は必ずご記入ください） 

インターネット（WEB）上の動画の閲覧可否について 

＊講習会を中止し WEB 受講形式に切り替える際の対応判断の情報とするものです。 

可   ・  不可 

※「可」を選んでいただいた方には、講習会中止の場合、ホーム
ページ上の講習会動画を視聴していただきます。「不可」の場合
は、別の対応をご案内します。 

＊ 証 明 欄 

 上の者、地質調査技士資格検定試験規程第 19 条に基づく更新手続きを行い、必要な更新条件を満たしていることを証明する。 

       令和 ３ 年   月   日 

                            （地区協会名） 

                             （理事長名）                             ㊞ 

 ＊ 確 認 欄 

(1) (2) (3) (4) 課 題 成 績 新登録番号 

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

 (注) 1.＊印以外の欄は必ずご記入下さい。 

    2.登録部門の変更手続きは、部門登録制度の導入前(西暦 2002 年度以前)に資格を取得された方を対象に受け付けます。なお、

変更受付は、今回の登録更新手続きの機会をもって終了いたします。詳しくは、登録更新の案内（6.）をご覧ください。 

    3.写真（３ヵ月以内に撮影、無帽、背景なし、縦 3cm×横 2.4cm）を所定の場所に貼り付けてください。 

 

写真貼付 

 

※写真裏面に

は氏名を記入

すること 

※日中連絡がとれる電話番号 


